


 

3,678 3,804 3,828 3,716

3,665 3,784 3,808 3,691

13 20 20 26

0 0 0 0

69,308 58,348 56,902 47,090

0 0 0 0

57,311 47,796 46,163 38,401

11,997 10,552 10,739 8,690

89,480 90,295 89,569 91,248

1,096 1,058 1,023 1,026

17,453 16,457 14,077 14,014

6,616 6,583 7,159 8,362

17,148 17,030 17,222 17,093

9,015 8,869 8,813 8,804

21,864 23,284 24,112 24,272

14,196 14,979 15,268 15,729

2,092 2,035 1,895 1,948

162,467 152,447 150,299 142,054

928 886 936 920

1,069 990 976 914

4,214 3,661 3,713 4,302

   

卸 売 ・ 小 売 業

不 動 産 業

運 輸 ・ 通 信 業

７ ． 帰 属 利 子 （ 控 除 ）

６． 総資本形成に係る消費税（控除）

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

５．  輸　　 　　入　　　 　税　　

対 家 計 民 間 非 営 利 サ ー ビ ス

12

146,546

１ ． 第 一 次 産 業 総 数

　産 業 別 市 内 総 生 産

市 内 総 生 産 （ 要 素 費 用 表 示 ）

13

農 業

林 業

水 産 業

区　　　　　　　分

137,758

10  年　度 11

158,112 148,683

製 造 業

鉱 業

４ ． 小 計 （ 1＋ 2＋ 3）

（4＋5－6－7）

３ ． 第 三 次 産 業 総 数

２ ． 第 二 次 産 業 総 数

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

サ ー ビ ス 業

金 融 ・ 保 険 業

農林業

製造業

建設業

卸売・小売業金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

電気･ｶﾞｽ･水道業

サービス業

政府サービス生産者

対家計非営利サービス 第一次産業

第二次産業

第三次産業

2.6%

27.1%

6.1%

9.9%

5.9%

12.0%

6.2%

0.7%

17.1%

11.1%

1.3% 2.6%

33.2%

64.2%

　市内総生産の産業構成比　

平成13年度
市内総生産
137,758百万円
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平成10 11 12 13

第1次産業

第2次産業

第3次産業

(％)

(年度)

　市内総生産の産業別構成比の推移　

－８６－



　　　（単位：百万円）

3.4 0.6 △ 2.9 2.3 2.6 2.6 2.7

3.2 0.6 △ 3.1 2.3 2.5 2.6 2.7

56.4 △ 1.9 29.5 0.0 0.0 0.0 0.0

－ － － 0.0 0.0 0.0 0.0

△ 15.8 △ 2.5 △ 17.2 43.8 39.2 38.8 34.2

－ － － 0.0 0.0 0.0 0.0

△ 16.6 △ 3.4 △ 16.8 36.2 32.1 31.5 27.9

△ 12.0 1.8 △ 19.1 7.6 7.1 7.3 6.3

0.9 △ 0.8 1.9 56.6 60.7 61.1 66.2

△ 3.5 △ 3.3 0.2 0.7 0.7 0.7 0.7

△ 5.7 △ 14.5 △ 0.5 11 11.1 9.6 10.2

△ 0.5 8.7 16.8 4.2 4.4 4.9 6.1

△ 0.7 1.1 △ 0.7 10.8 11.5 11.8 12.4

△ 1.6 △ 0.6 △ 0.1 5.7 6.0 6 6.4

6.5 3.6 0.7 13.8 15.7 16.5 17.6

5.5 1.9 3.0 9.0 10.1 10.4 11.4

△ 2.7 △ 6.9 2.8 1.3 1.4 1.3 1.4

△ 6.2 △ 1.4 △ 5.5 102.8 102.5 102.6 103.1

△ 4.5 5.6 △ 1.7 0.6 0.6 0.6 0.7

△ 7.4 △ 1.5 △ 6.3 0.7 0.7 0.7 0.7

△ 13.1 1.4 15.8 2.7 2.5 2.5 3.1

  資料：市町村民所得年報

10　年　度 11

100.0△ 1.4 △ 6.0 100.0 100.0 100.0△ 6.0

構　　　　成　　　　比対 前 年 度 増 加 率

12 1312 1311　年　度

 産業別市内総生産とは・・・？

一年度間に市内の各経済活

動によって生み出された付加

価値を経済活動別に示したも

のである。

経済活動別分類は、生産主

体の分類で事業所を基本単位

として、産業、政府サービス

生産者、対家計民間非営利

サービス生産者に大別され

る。

資料：「市民所得年報」
             より抜粋
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(単位：百万円、％）

資料：市町村民所得年報

104,806

△ 1,732

(1+2+3)

　市　民　所　得　

5,291

67,380 68,598

2. 財 産 所 得

1.雇 用 者 所 得

11年度

27,614 28.23. 企 業 所 得

区     分

家 計

対 家 計 民 間
非 営 利 団 体

市町村民所得

一 般 政 府

110,244 99,930

35,894 26,691

8,321 6,730

82 50

67,512 68,232

31,088 28,803

22 0.0

8,028 7,370 5,582 5.7

43 44

3,686 3.8

△ 1,565 △ 1,773 △ 2,123 △ 1,919 △ 1.9

6,838 5,007 6,339

△ 0.0

△ 2.8

△ 0.3

9.6

△ 0.5

△ 4.6

構成比 増加率

△ 0.2

10年度平成9年度

66,660 68.0

13年度
12年度

102,691 97,960 100.0

市民所得（分配）・・・

雇　用　所　得　・・・

企　業　所　得　・・・

財　産　所　得　・・・

生産要素を提供した市の居住者に帰属する所得として
把握される。これを機能面から見た場合には、各生産要
素である土地・労働・資本などに分配され、それぞれ地
代・賃金・企業利潤などの所得を形成する。また、制度
主体面からみれば各制度主体に分配され、家計の財産所
得・雇用所得・個人企業所得・民間法人企業所得を形成
する。

雇用所得とは現金及び現物の支給による賃金・俸給と、
社会保障・民間年金等の雇主負担額の総称である。

ある経済主体が他の経済主体の所有する金融財産、土地
及び著作権・特許権のような無形資産を使用する場合、そ
れらの使用を起因として生ずる所得の実際の移転と帰属計
算による移転である。

営業余剰に財産所得の受取りを加え、財産所得の支払い
を除いたものである。営業利益に受取利子などの営業外収
益を加え、支払利子などの営業外費用を除いたいわゆる経
営利益に相当する。

　資料：「市民所得年報」より抜粋

－８８－



（単位：千円）

資料：市町村民所得年報

△ 0.6

119.8

3.0

2,376

120.7

104.9

△ 17.5

△ 19.1

6,626

103.9

5,467

62.0

△ 3.1

8,754

△ 7.0 △ 0.4

10,030

103.4

8,118

87.0

6,814

75.1

△ 16.1

9,212

109.8

△ 10.1

108.6

108.1

123.5

2,196

102.3

△ 15.2

総 生 産

対県格差(県＝100)

総 生 産

△ 2.3

8,792

9,074

106.3

△ 1.5

73.4

△ 2.8

13

11

10

12

対 前 年 度 比 (%)

全　産　業

△ 7.0

6,687

85.9

対県格差(県＝100)

対県格差(県＝100)

対 前 年 度 比 (%)

対 前 年 度 比 (%)

総 生 産

対県格差(県＝100)

対 前 年 度 比 (%)

7,935

7,378

7,192

△ 2.6

91.5

総 生 産

　産業別就業者１人当たり市内総生産（労働生産性）の推移

区       　分 第三次産業

8,831 2,591

第二次産業第一次産業

9,427
平成9年度

対県格差(県＝100)

総 生 産

2,391

99.1

92.8

2,322

114.2

5.7
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就業者１人当たり労働生産性

　市内総生産と就業者１人当たり労働生産性の推移　
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110,244 36,756 2,999 93.5 △ 0.7

99,930 37,265 2,682 87.6 △ 9.4

104,806 37,339 2,807 92.1 4.9

102,691 37,008 2,775 92.4 △ 2.0

97,960 37,215 2,632 89.2 △ 4.6

　　　　資料：市町村民所得年報

対前年度増加率対県格差人口総数

（人）

（Ｂ）
（県＝100）

11

（％）
（千円）

（Ａ／Ｂ×1000）

12

13

　就業者１人当たり市民所得

区   分

市民所得

（百万円）

（Ａ）

１人当たり市民所得

平成9年度

10

（単位：千円）

全県  2952

2801～

～2600

2601～

県 西 地 域

　就業者1人当たり市町村民所得（平成１3年度）　　

古
河
市

下妻市

－９０－


